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１【提出理由】 

  2021年 6 月 24日開催の当社第 84期定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取引

法第 24条の 5 第 4項および企業内容等の開示に関する内閣府令第 19 条第 2項第 9 号の 2に基づき、本臨時

報告書を提出するものであります。 

 

２【報告内容】 

(1)当該株主総会が開催された年月日 

  2021年 6 月 24日 

(2)当該決議事項の内容 

第 1号議案 剰余金の配当の件 

         期末配当に関する事項 

         当社普通株式 1株につき金 42円 

   第 2号議案 取締役 8名選任の件 

         取締役として、立石文雄、山田義仁、宮田喜一郎、日戸興史、安藤聡、小林栄三、上釜健宏 

および小林いずみの各氏を選任する。  

  第 3号議案 監査役 2名選任の件 

    監査役として、玉置秀司氏および國廣正氏を選任する。 

  第 4号議案 補欠監査役 1名選任の件 

    社外監査役の補欠として、渡辺徹氏を選任する。 

第 5号議案 取締役に対する業績連動型株式報酬等の一部改定の件 

      社外取締役を除く取締役 5 名に対する業績連動型株式報酬等の一部を改定する。 

(3)当該決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決される 

ための要件ならびに当該決議の結果 

 

決議事項 賛成（個）
(a)

反対（個） 棄権（個）

出席株主のうち
賛否を確認でき
なかった株主の
議決権（個）

総議決権
行使数(個)

(b)
賛成率
(a÷b)

決議結果
（参考）
反対率

第１号議案 1,791,589 1,306 47 9,808 1,802,750 99.4% 可決 0.1%
第２号議案
  立石文雄 1,738,796 54,078 61 9,808 1,802,743 96.5% 可決 3.0%
  山田義仁 1,765,459 27,415 61 9,808 1,802,743 97.9% 可決 1.5%
  宮田喜一郎 1,769,654 23,222 61 9,808 1,802,745 98.2% 可決 1.3%
  日戸興史 1,765,761 27,115 61 9,808 1,802,745 97.9% 可決 1.5%
  安藤   聡 1,769,798 23,079 61 9,808 1,802,746 98.2% 可決 1.3%
  小林栄三 1,785,607 7,273 61 9,808 1,802,749 99.0% 可決 0.4%
  上釜健宏 1,777,341 15,538 61 9,808 1,802,748 98.6% 可決 0.9%
  小林いずみ 1,780,266 12,613 61 9,808 1,802,748 98.8% 可決 0.7%
第３号議案
  玉置秀司 1,714,252 78,651 31 9,808 1,802,742 95.1% 可決 4.4%
  國廣　 正 1,790,539 2,373 31 9,808 1,802,751 99.3% 可決 0.1%
第４号議案 1,790,587 2,325 31 9,808 1,802,751 99.3% 可決 0.1%
第５号議案 1,774,522 17,345 1,075 9,808 1,802,750 98.4% 可決 1.0%
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（注）1. 各議案の可決要件は次のとおりです。 

       第 1号議案および第 5号議案は、出席した株主の議決権の過半数の賛成です。 

第 2号議案、第 3号議案および第 4号議案は、議決権を行使できる株主の議決権の 3分の 1以上

を有する株主の出席および出席した当該株主の議決権の過半数の賛成です。 

   2. 賛成率の計算方法は次のとおりです。 

       本株主総会に出席した株主の議決権の数（本株主総会前日までの事前行使分および当日出席のす

べての株主分（途中退場した株主の議決権の数を含む））に対する、事前行使分および当日出席

の株主のうち、各議案の賛否に関して賛成が確認できた議決権の数の割合です。 

   3. （参考）反対率の計算方法は次のとおりです。 

       本株主総会に出席した株主の議決権の数（本株主総会前日までの事前行使分および当日出席のす

べての株主分（途中退場した株主の議決権の数を含む））に対する、事前行使分および当日出席

の株主のうち、各議案の賛否に関して反対が確認できた議決権の数の割合です。 

(4)議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

    本株主総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議

決権の集計により可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本株主総会当日出席の株主のう

ち、賛成、反対および棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。 

     なお、賛成率および（参考）反対率については、当日出席株主のうち賛否を確認できなかった株主の議決

権個数も分母に加算して計算しています。 

以 上 


